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第1次 (H17-21) 国主導の集中改革プラン。職員数削減等の「量的改革」を推進。

第2次 (H22-26) 自治基本条例に基づく都市経営。行政の「体質改善」へシフト。

第3次 (H27-31) 中核的役割を担う取組項目を絞り込み、実効性を向上を目指す。

第4次 (R2-R6)
第3次をそのまま引き継がず行政経営および改革の基本方針として再定義。
外部有識者との意見交換等、事業評価の実装を目指す。
⇒コロナ禍等の影響で、市民会議や取組を行っていない年度あり。

第5次 (R7-12)

「行財政改革」が財政面と行政システム全体の改革を包括的に扱うのに対し、
「行政経営改革」は、より経営的な視点を取り入れ、行政運営の効率化と質の
向上を重視する姿勢を明確にするため行政経営改革プランとして改訂。
⇒R8年の機構改革により所管が政策推進課から変更

米原市における行政経営改革の変遷(第1次～第5次)
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米原市行政経営改革プランの体系
１．職員の意識改革と働き方改革（｢人｣からの改革）
２．未来への投資（｢金｣からの改革）
３．自治体DXの推進（｢物・情報｣からの改革）

米原市行政経営改革プランは、従来日本でよく知られてい
る経営資源の定義である「人・物・金・情報」の４要素を
踏まえた計画となっています。

一方で機構改革による所管変更もあったことから、
上記の「人・物・金・情報」の４要素を踏まえて、
今後の行政経営改革の推進に向け、方針を再定義しました。

機構改革後の行政経営改革を推進するための検討
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4つの経営資源の視点による行政経営事務再定義

人（ヒト）

関連事務：
人材育成、定員管理、職員採用、
福利厚生など

物（モノ／事業）

関連事務：
総合計画、個別計画、
公共施設管理、民間活用
その他資産管理（ハード、ソフト）

金（カネ）

関連事務：
財政計画、国県予算要望、各種税・
料金徴収、ふるさと納税など

情報(ノウハウ、各種データ、ブラ
ンド、知的財産／歴史・文化)

関連事務：
人口減少、市民意見調査、
シビックプライド、関係人口強化、
地域文化・歴史、広報広聴など

各要素をつなぐための仕組み（行政経営改革の視点）
・行政組織の見直し、広域行政
・定員見直し、事務量調査、職員提案
・行政評価、事務事業見直し、公共施設マネジメント、民間活用
・補助金見直し、行財政マネジメントサイクル
・各種資料等のシステム化・デジタル化推進（ＤＸ推進）
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令和8年度機構改革と行政経営関連事業の
事務分掌の整理

●政策推進部 政策推進課（事業マネジメント）

・行政組織の見直し、民間委託等の推進指針策定
・広域行政の推進
・行政評価（事務事業の見直し）、職員提案

●総務部 行革デジタル推進課（庁内総括・ICT活用）

・行政経営改革の総括・進行管理
・DX推進本部の運営・執行（デジタル活用、自治体フロントヤード改革）

●総務部 財政課（財務マネジメント）
・補助金見直し、予算精査

●政策推進部 公共施設マネジメント課（施設マネジメント）

・公共施設総合管理計画の総括管理、見直し
・指定管理者制度モニタリングの定期運用

●総務部 人事課（人材マネジメント）
・定員見直し、事務量調査、人件費抑制

令和８年度
新設

令和８年度
新設
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令和8年度機構改革と行政経営関連事業の
事務分掌の整理

●政策推進部 政策推進課（事業Mg）

・行政組織の見直し、民間委託等の推進
・広域行政の推進
・行政評価（事務事業の見直し）、職員提案

●総務部 行革デジタル推進課（ICT活用）
・DX推進（デジタル活用、自治体FY改革）

●総務部 財政課（財務Mg）

・補助金見直し、予算精査

●政策推進部 公共施設マネジメント課（施設Mg）

・公共施設総合管理計画の総括管理、見直し
・指定管理者制度モニタリングの定期運用

●総務部 人事課（人材Mg）

・定員見直し、事務量調査、人件費抑制
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従来の行革大綱や市民会議の流れを受け、
行革総括担当だけが行革関連事業を推進・管理するのでは
なく、個別の事務分野は各所管課で推進していく体制へと
変更しています。

このような状況下において、効果的に
行政経営改革を総括・推進していくために、
現在進行中の取組み内容を踏まえて、
新たな展開をお示しさせていただきます。

今後の行政経営改革を推進に向けて
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行政経営改革の取組み① (ICT分野のみ)令和５年度から実施中

物（モノ／事業）視点で事業・施策レベルを改革

人（ヒト）

関連事務：
人材育成、定員管理、職員採用、
福利厚生など

物（モノ／事業）

関連事務：
総合計画、個別計画、
公共施設管理、民間活用
その他資産管理（ハード、ソフト）

金（カネ）

関連事務：
財政計画、国県予算要望、各種税・
料金徴収、ふるさと納税など

情報(ノウハウ、各種データ、ブラ
ンド、知的財産／歴史・文化)

関連事務：
人口減少、市民意見調査、
シビックプライド、関係人口強化、
地域文化・歴史、広報広聴など

事業廃止・統合に伴う組織体制
や職員役割の抜本的変更
していくような取組。
※ICT分野についてはシステムの
統廃合や目的を再整理

本取組を通じて
KPIに基づき低効率事業を精査。
大きな財源を捻出し、財政健全化と
新規投資を両立。
※ICT分野についてはシステムの統廃合や
目的を再整理することで必要最低限
となるような精査を実施している。
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行政経営改革の取組み② 令和８年度実施中

人（ヒト）視点で事務レベルを改革

人（ヒト）

関連事務：
人材育成、定員管理、職員採用、
福利厚生など

物（モノ／事業）

関連事務：
総合計画、個別計画、
公共施設管理、民間活用
その他資産管理（ハード、ソフト）

金（カネ）

関連事務：
財政計画、国県予算要望、各種税・
料金徴収、ふるさと納税など

情報(ノウハウ、各種データ、ブラ
ンド、知的財産／歴史・文化)

関連事務：
人口減少、市民意見調査、
シビックプライド、関係人口強化、
地域文化・歴史、広報広聴など

事務量調査の結果に基づき、
DX化やアウトソーシング等の
導入することで事務量を直接削
減していくような取組。

本取組を通じて
経常経費（委託料等）の抑制を目指す。
なお、金（カネ）への反映は中長期的。
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行政経営改革の強化に向けた方針
情報（ノウハウ）集約による各取組のベクトル統一

人（ヒト）

関連事務：
人材育成、定員管理、職員採用、
福利厚生など

物（モノ／事業）

関連事務：
総合計画、個別計画、
公共施設管理、民間活用
その他資産管理（ハード、ソフト）

金（カネ）

関連事務：
財政計画、国県予算要望、各種税・
料金徴収、ふるさと納税など

情報(ノウハウ、各種データ、ブラ
ンド、知的財産／歴史・文化)

関連事務：
人口減少、市民意見調査、
シビックプライド、関係人口強化、
地域文化・歴史、広報広聴など

これまで適切に実施できていな
かった情報（ノウハウ、各種
データ）等を本部員会議や各種
システム等を通じて情報共有を
促し、各個別取組のベクトル統
一を促進する

本取組を通じて
各種施策の判断基準（ものさし）を
可視化し、重複事業の廃止などを促す。
なお、金（カネ）への反映は中長期的。
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人（ヒト）

関連事務：
人材育成、定員管理、職員採用、
福利厚生など

物（モノ／事業）

関連事務：
総合計画、個別計画、
公共施設管理、民間活用
その他資産管理（ハード、ソフト）

金（カネ）

関連事務：
財政計画、国県予算要望、各種税・
料金徴収、ふるさと納税など

情報(ノウハウ、各種データ、ブラ
ンド、知的財産／歴史・文化)

関連事務：
人口減少、市民意見調査、
シビックプライド、関係人口強化、
地域文化・歴史、広報広聴など

R2.1時点で1.9％であったコンビニ等
交付率がR6.1時点で32.0％となるな
ど、窓口での証明書発行作業が減少
等していたことから、現状を踏まえ
た自治体フロントヤード改革の推進
を行革担当（政策推進課）へデジタ
ル担当から提言

政策推進課により本庁舎の来庁者動向
等を再把握した上で、令和７年10月に
窓口時間短縮を実行。
また、行政サービスセンターの見直し
と移動市役所の導入を地域振興課で検
討し、令和７年度にて実行。

情報集約による各取組のベクトル統一【過去実例】
（令和５～７年度）コンビニ交付率等を踏まえた窓口時間・体制等検討
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【まとめ】行財政改革に係る今後の動きとして、
■情報（ノウハウ）集約による各取組のベクトル統一
を実現するための各種取組を行っていく。
具体的には、次に示す取組とする。
①PMO事業によるICT・政策の一元化

②（人事課の事務量調査結果等を踏まえながら）

BPR・AI研修実施等による改善促進
⇒従来の事務内容や量等を可視化し、当該事務の妥当性を含む

業務の抜本的見直しにつながるよう、改革を推進します。

③自治体フロントヤード改革関連事業の推進

④行政経営関連事業 関係課との連携強化

今後の行政経営改革を推進に向けて
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ＢＰＲ（ビジネス プロセス リエンジニアリング）による

改善促進イメージ
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